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序章 立地適正化計画の目的 

我が国の都市における今後のまちづくりは、人口の急激な減少と高齢化を背景として、高齢者や

子育て世代にとって健康で快適な、安心できる生活環境を実現すること、財政面及び経済面におい

て持続可能な都市経営を可能とすることが大きな課題です。 

こうした中、医療・福祉・商業等の施設や住居等がまとまって立地し、高齢者をはじめとする住

民が公共交通によりこれらの生活利便施設等にアクセスできるなど、福祉や交通なども含めて都市

全体の構造を見直し、『コンパクト・プラス・ネットワーク』の考えで進めていくことが重要です。 

本市では、将来的に人口が減少に転じることが予測される中で、安全・安心に暮らせる持続可能

な都市づくりを進めるため、これまで都市計画の中で明確には位置づけられてこなかった各種の都

市機能に着目し、これらを都市計画の中に位置づけ、その「魅力」を活かすことによって、居住を

「促進」または都市の活動を「誘導」する新たな仕組みとして、『下松市立地適正化計画』を策定

しました。 

本計画では、以下のような区域と施設を設定しています。 

 

●居住促進区域 

「居住促進区域」は、人口減少の中にあっても一定エリアにおいて人口密度を維持することによ

り、生活サービスやコミュニティが持続的に確保されるよう、居住を促進すべき区域です。 

 

●都市機能誘導区域と誘導施設 

「都市機能誘導区域」は、医療・福祉・商業等の都市機能を都市拠点や生活拠点に誘導し集約す

ることにより、これらの各種サービスの効率的な提供を図る区域で、特に集約を図る具体的な施設

を「誘導施設」として定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区域のイメージ図  

既存の生活拠点、集落等 

まちのコンパクト化 

※国土交通省の資料をもとにした 

イメージ図です。市内の具体的な 

場所を表したものではありません。 

主要な都市機能を誘導し、

集約する拠点 

※特に「誘導施設」の集約を図る 

現在の市街地の範囲 

公共交通のネットワーク

で拠点間をつなぐ 

居住を促進し、人口密度の

維持を図るエリア 

都市機能誘導区域 

居住促進区域 
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第１章 届出制度の概要 

 はじめに 

「下松市立地適正化計画」の策定に伴い、都市計画区域内において一定基準以上の下記の行為を

行う場合は、事前に届出をすることが法的に義務付けられます。（都市再生特別措置法第 88条・108

条・108条の 2） 

この届出制度は、都市機能誘導区域内外における誘導施設の整備または休止・廃止、居住促進区

域外における住宅開発等の動向について市が事前に把握し、必要な対応を検討することを目的とし

ています。 

 

● 都市計画区域内において届出をすることが義務付けられている行為 

 

 

 

 

※誘導施設の詳細については、P.6をご参照ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※上図は、病院、大型商業施設が誘導施設

に設定されている場合の例です 
病院 大型商業

施設 

・居住促進区域外における住宅等の開発行為・建築等行為  ➢ 詳細はP.4 

・都市機能誘導区域外における誘導施設の開発行為・建築等行為  ➢ 詳細はP.7 

・都市機能誘導区域内における誘導施設の休止・廃止   ➢ 詳細はP.9 

  

  

  

住宅等の 
開発行為・建築等行為 

届出が必要 

⇒P.4 

YES 

NO 

NO 
都市機能誘導区域内 

都市計画区域内 

YES 

居住促進区域内 

YES 

届出が必要 

⇒P.9 

誘導施設の 
休止・廃止 誘導施設の 

開発行為・建築等行為 

届出が必要 

⇒P.7 

誘導施設の 
開発行為・建築等行為 

届出が必要 

⇒P.7 届出不要 

誘導施設の 

開発行為・建築等行為 

届出不要 

住宅等の 

開発行為・建築等行為 

届出不要 

住宅等の 

開発行為・建築等行為 
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 留意事項 

●罰則規定 

規定の届出をせず、または虚偽の届出をして開発行為等を行った場合には、30 万円以下の罰金が

科されることがあります。（都市再生特別措置法 第 130条） 

●宅地建物取引業法に基づく重要事項説明 

法律上の罰則規定があることから、届出義務を知らずに宅地または建物を購入等した場合には、

不測の損害を被る可能性があります。そこで、宅地建物取引業者は、宅地または建物の売買等にお

いて、届出義務に関する規定を説明しなければならないこととされています。（宅地建物取引業法 

第 35条、同法施行令第 3条） 

 

●届出の提出先： 下松市建設部 都市政策課 都市計画係（TEL：0833-45-1861） 

                            

●提出部数：   １部 
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第２章 居住促進区域に関する届出 

●届出の対象となる行為及び必要な届出書類 

都市再生特別措置法第 88 条第 1 項の規定により、都市計画区域内のうち居住促進区域外におけ

る以下の行為が対象となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 ［必要書類］ 

◆届出書（様式第１号） 

◆添付図書 

a.当該行為を行う土地の区域並びに当該

区域内及び当該区域の周辺の公共施設

を表示する図面（縮尺 1,000 分の１以

上） 

b.設計図（縮尺 100 分の１以上） 

c.その他参考となる事項を記載した図書 

 ［必要書類］ 

◆届出書（様式第２号） 

◆添付図書 

a.敷地内における住宅等の位置を表示する

図面（縮尺 100 分の１以上） 

b.住宅等の２面以上の立面図及び各階平面

図（縮尺 50 分の１以上） 

c.その他参考となる事項を記載した図書 

 

(1)３戸以上の住宅の建築目的の開発行為 
 
 

 
 

(2)１戸又は２戸の住宅の建築目的の開発行為
で、その規模が 1,000m2以上のもの 

 
 
 
 

 
※上記に当てはまらない例 

 ２戸の住宅の建築を目的とする 800m2の 
開発行為 
 
 

 

届出 

届出 

開発行為 

届出

不要 

(1)３戸以上の住宅を新築しようとする場合 

(2)建築物を改築し、又は建築物の用途を変更
して３戸以上の住宅とする場合 

 
 

 
 
 
 
 
 
※上記に当てはまらない例 

１戸の建築行為 

建築等行為 

届出 

届出

不要 

 
［必要書類］ 
◆届出書（様式第３号） 
◆添付図書  上記の添付図書 a.～c.と同様 

届出内容の変更 
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●届出対象区域の判定 

具体的な居住促進区域の範囲については、P.10 をご参照ください。また、詳細な図面は下松市建

設部 都市政策課 都市計画係にて閲覧可能です。 

 

 

○開発行為・建築等行為の全てが 
居住促進区域内の場合 

⇒届出は不要です。 

 

 

○開発行為・建築等行為の一部が 
居住促進区域外の場合 

⇒届出が必要です。 

 

●届出の時期 

開発行為・建築等行為に着手する日の 30 日前までに提出してください。 

 

 

 

●届出書の様式 

下松市建設部 都市政策課 都市計画係にて配布しているほか、下松市ホームぺージからダウンロ

ード可能です。記入例は、P.15～P.17をご参照ください。 

https://www.city.kudamatsu.lg.jp/toshiseibi/ricchitekiseikakeikaku-todokede.html 

 

または  

住宅の開発・建築等の動向を早期に把握することが届出の主旨であるため、できる限り、開発

許可申請及び建築確認申請等を行う前に、届出を提出してください。 

開発行為・ 

建築等行為 

居住促進区域 

検索  下松市立地適正化計画 届出 

《届出の対象外となる行為》 

都市再生特別措置法（第88条第１項）及び都市再生特別措置法施行令（第34条、第35条）

の規定により、以下の行為については届出が不要です。 

・住宅等で、仮設のもの又は農林漁業を営む者の居住の用に供するものの建築の用に供す

る目的で行う開発行為 

・同上の住宅等の新築 

・建築物を改築し、又はその用途を変更して同上の住宅等とする行為 

・非常災害のため必要な応急措置として行う行為 

・都市計画事業の施行として行う行為又は都市計画施設を管理することとなる者が当該都

市施設に関する都市計画に適合して行う行為 
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第３章 都市機能誘導区域に関する届出 

●届出対象となる施設 

届出対象となる施設（誘導施設）は以下のとおりです。○印の施設は、各拠点の都市機能誘導区

域内での開発・建築等行為については届出が不要ですが、休止・廃止の場合には届出が必要となり

ます。 

分類 誘導施設 定義等 

都市機能誘導区域 

中心拠点 
医療・福祉

拠点 

行政 

市役所 
地方自治法第４条第１項に規定す

る「市役所」 
○ － 

警察署 
警察法第53条第１項に規定する 

「警察署」 
○ － 

国・県の出先機関 － ○ － 

商業 
大規模小売店舗 

(店舗面積1,000㎡以上) 

大規模小売店舗立地法第２条第２

項に規定する「大規模小売店」の、

同条第１項に規定する床面積が

1,000ｍ2を超える建物 

○ － 

医療・ 

保健 

病院 
医療法第１条の５第１項に規定する

「病院」 
○ ○ 

保健センター 
地域保健法第１８条第１項に規定す

る「保健センター」 
○ － 

福祉 

福祉センター 
社会福祉法第１０９条に規定する社

会福祉協議会が管理する施設 
○ － 

老人福祉センター 
老人福祉法第２０条の７に規定する

「老人福祉センター」 
○ － 

子育て 子育て支援センター 
児童福祉法第６条の３第６項に規

定する事業を行う施設 
○ － 

教育 

専門学校等 
学校教育法第１２４条に規定する

「専修学校」 
○ － 

高校 
学校教育法第５０条第に規定する

「高等学校」 
○ － 

文化 

交流 

地域交流センター 

都市再生整備計画関連事業ハンド

ブックの高次都市施設として定め

る「地域交流センター」 

○ ○ 

映画館・劇場等 

興行場法第１条第２項に規定する

興行場営業を営む施設に該当する

もの（スポーツを公衆に見せるもの

を除く） 

○ － 

 

※中心拠点、医療・福祉拠点の具体的なエリアは P.11をご参照ください。  
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 都市機能誘導区域外における誘導施設の開発行為・建築等行為 

●届出の対象となる行為及び必要な届出書類 

都市再生特別措置法第 108 条第 1 項の規定により、都市計画区域内のうち都市機能誘導区域外に

おける以下の行為が対象となります。 

なお、誘導施設は P.6に示される施設に限ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

《届出の対象外となる行為》 

都市再生特別措置法（第108条第１項）及び都市再生特別措置法施行令（第44条、第45条）

の規定により、以下の行為については届出が不要です。 

・誘導施設を有する建築物で仮設のものの建築の用に供する目的で行う開発行為 

・誘導施設を有する建築物で仮設のものの新築 

・建築物を改築し、又はその用途を変更して、誘導施設を有する建築物で仮設のものとす

る行為 

・非常災害のため必要な応急措置として行う行為 

・都市計画事業の施行として行う行為又は都市計画施設を管理することとなる者が当該都

市施設に関する都市計画に適合して行う行為 

 
［必要書類］ 

◆届出書（様式第６号） 
◆添付図書  上記の添付図書 a.～c.と同様 

届出内容の変更 

 ［必要書類］ 

◆届出書（様式第４号） 

◆添付図書 

a.当該行為を行う土地の区域並びに当該

区域内及び当該区域の周辺の公共施設

を表示する図面（縮尺 1,000 分の１以

上） 

b.設計図（縮尺 100 分の１以上） 

c.その他参考となる事項を記載した図書 

 ［必要書類］ 

◆届出書（様式第５号） 

◆添付図書 

a.敷地内における建築物の位置を表示する

図面（縮尺 100 分の１以上） 

b.建築物の２面以上の立面図及び各階平面

図（縮尺 50 分の１以上） 

c.その他参考となる事項を記載した図書 

 

(1)誘導施設を有する建築物の建築目的の開発
行為 

開発行為 

(1)誘導施設を有する建築物を新築しようとす
る場合 

(2)建築物を改築し、誘導施設を有する建築物
とする場合 

(3)建築物の用途を変更し、誘導施設を有する
建築物とする場合 

建築等行為 
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●届出対象区域の判定 

具体的な都市機能誘導区域の範囲については、P.11 をご参照ください。また、詳細な図面は下松

市建設部 都市政策課 都市計画係にて閲覧可能です。 

 

○開発行為・建築等行為の一部が 
都市機能誘導区域内の場合 

⇒届出は不要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●届出の時期 

開発行為・建築等行為に着手する日の 30日前までに提出してください。 

 

 

 

 

●届出書の様式 

下松市建設部 都市政策課 都市計画係にて配布しているほか、下松市ホームぺージからダウンロ

ード可能です。記入例は、P.18～P.20をご参照ください。 

https://www.city.kudamatsu.lg.jp/toshiseibi/ricchitekiseikakeikaku-todokede.html 

 

または  

開発行為・ 

建築等行為 

都市機能誘導区域 

検索  下松市立地適正化計画 届出 

誘導施設の開発・建築等の動向を早期に把握することが届出の主旨であるため、できる限り、

開発許可申請及び建築確認申請等を行う前に、届出を提出してください。 
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 都市機能誘導区域内における誘導施設の休止・廃止 

●届出の対象となる行為及び必要な届出書類 

都市再生特別措置法第 108条の２ 第１項の規定により、都市機能誘導区域内において誘導施設を

休止または廃止しようとする行為が対象となります。 

なお、誘導施設は P.6に示される施設に限ります。 

 

 

 

 

 

 

●届出の時期 

誘導施設を休止または廃止する日の 30日前までに提出してください。 

 

●届出書の様式 

下松市建設部 都市政策課 都市計画係にて配布しているほか、下松市ホームぺージからダウンロ

ード可能です。記入例は、P.21をご参照ください。 

https://www.city.kudamatsu.lg.jp/toshiseibi/ricchitekiseikakeikaku-todokede.html 

 

または 

 

 

  

検索  下松市立地適正化計画 届出 

 
［必要書類］ 
◆届出書（様式第７号） 

誘導施設の休止・廃止 
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第４章 居住促進区域・都市機能誘導区域の範囲 

  居住促進区域 

本計画において定める居住促進区域の範囲は下図のとおりです。なお、詳細につきましては、下

松市建設部 都市政策課 都市計画係へお問い合わせください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

下松市域 

 凡 例  

都市計画区域 

市街化区域 

居住促進区域 

周防花岡駅 

下松市役所 

周防久保駅 

生野屋駅 

下松駅 

※以下の災害ハザードエリアは、居住促進区域に含みません。 

・土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン） 

・土砂災害警戒区域（イエローゾーン）のうち、「急傾斜地」及び「地すべり」 

・急傾斜地崩壊危険区域 

・浸水想定区域（想定最大規模 L2 で、浸水深が 3.0m 以上） 

・津波浸水想定区域（浸水深が 2.0m 以上） 

・家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流、河岸侵食） 
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 都市機能誘導区域 

本計画において定める都市機能誘導区域は下図の通りで、「中心拠点」と「医療・福祉拠点」の

２ヶ所に設定しています。なお、詳細につきましては、下松市建設部 都市政策課 都市計画係へお

問い合わせください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

周防花岡駅 

下松市役所 

周防久保駅 

生野屋駅 

下松駅 

下松市域 

 凡 例  

都市計画区域 

市街化区域 

都市機能誘導区域 

※以下の災害ハザードエリアは、都市機能誘導区域に含みません。 

・土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン） 

・土砂災害警戒区域（イエローゾーン）のうち、「急傾斜地」及び「地すべり」 

・急傾斜地崩壊危険区域 

・浸水想定区域（想定最大規模 L2 で、浸水深が 3.0m 以上） 

・津波浸水想定区域（浸水深が 2.0m 以上） 

・家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流、河岸侵食） 

医療・福祉拠点 

中心拠点 
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第５章 参考資料 

 届出制度に関するＱ＆Ａ 

【制度全般について】 

Ｑ（質問） Ａ（回答） 

届出制度とは何を目的とするものです

か。 

立地適正化計画の適切な運用に向け、住宅や誘導施設の

立地動向を把握するとともに、本市のまちづくりの方向

性を市民や事業者のみなさまに周知する機会として活用

するためのものです。 

届出により、開発や建築等行為の内容の

変更を求められることがありますか。 

立地適正化計画の目的上、支障がある場合には市が勧告

をすることができると定められており（都市再生特別措

置法第 88 条第３項、第 108 条第３項）、必要と認める場

合には内容の変更に向けた勧告を行います。 

届出をしなかった場合の罰則はあります

か。 

居住促進区域外及び都市計画区域外に関する届出を行わ

なかった場合は、都市再生特別措置法第 130条の規定によ

り 30万円以下の罰金が科される場合があります。 

届出はいつから着手する行為に必要です

か。 

下松市立地適正化計画の公表日（令和６年３月３１日）以

降に着手する場合は届出の対象となります。 

立地適正化計画の公表時、すでに工事の

着手予定日が決まっており、30 日前の届

出ができない場合はどうすればよいです

か。 

着手日までにできるだけ早く届出をしてください。 

届出をした事項に変更が生じた場合はど

うすればよいですか。 

変更に係る行為に着手する 30 日前までに、所定の様式に

より変更の届出をしてください。 

届出の対象となる「住宅」とはどのよう

なものですか。 

一戸建て住宅、長屋、共同住宅、兼用住宅を指します。 

※サービス付き高齢者住宅や社宅等についても、実態に

応じて、建築基準法の共同住宅に該当すると判断され

るものは「住宅」として取り扱います。 

届出の対象となる「開発行為」とはどの

ようなことですか。 

都市計画法第４条第 12 項に基づき、主として建築物の建

築または特定工作物の建築の用に供する目的で行う土地

の区画形質の変更を指します。 

「着手」とはどのようなことですか。 開発行為については造成工事（切土・盛土等）、 

建築行為については建造物本体の基礎工事（杭工事があ

る場合はその時）を着手とみなします。 

※工事請負契約の締結、既設建築物の除却、地盤調査の

ための掘削等は着手とみなしません。 

不動産取引において、届出制度に関する

説明は必要ですか。 

必要です。届出義務については、宅地建物取引業法第 35

条に基づく重要事項説明書への記載の対象となります。 
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【届出の要否について】 

Ｑ（質問） Ａ（回答） 

届出対象区域内と区域外の両方を含む敷

地の場合、届出は必要ですか。 

住宅等の場合、敷地の一部でも居住促進区域外になって

いる場合は届出の対象となります。 

開発行為を行った上で建築行為を行う場

合、開発行為の前に届出をすればよいの

ですか。 

開発行為、建築行為、それぞれの前に届出が必要です。 

３戸以上の住宅を建て替え、従前と同様

に３戸以上の住宅とする場合、届出は必

要ですか。 

改築や用途変更をした後の建築物が３戸以上の住宅とな

る場合は、届出が必要です。 

３戸の建売住宅の着手日が同時でない場

合も、届出は必要ですか。 

届出が必要です。１戸目の着手予定日の 30 日前までに届

出をしてください。 

１つの建築物で、複数の誘導施設を有す

る建築物を建築する場合、届出はそれぞ

れ施設ごとに必要ですか。 

誘導施設が１つの建築物に集約されている場合は、届出

は１つで結構です。 

建物の一部に誘導施設を含む複合施設の

場合も届出が必要ですか。 

建物の一部でも誘導施設を有する場合は届出の対象とな

ります。 

仮設建築物も届出の対象となりますか。 仮設建築物については届出の必要はありません。 

また、期間限定の催し等において一時的に誘導施設の用

途となる場合も、届出の必要はありません。 

仮設のための開発行為についても同様です。 

 

【届出書の記入・提出について】 

Ｑ（質問） Ａ（回答） 

届出者は誰になりますか。 開発行為の場合は開発行為者となります。 

建築行為の場合は建築主となります。 

代理人による届出はできますか。 委任状（任意様式）を提出することで可能です。 

届出は何部必要ですか。 １部提出してください。 

控え等が必要な場合には２部提出していただき、１部は

受付印を押印のうえ返却します。 

届出書の地目、面積とは何に基づいて記

入すればよいですか。 

地目については登記簿に基づき、面積については実測に

基づいて記入してください。 

届出書の面積に、建築基準法による道路

後退部分の面積は含みますか。 

含みます。ただし、既に道路として帰属されている部分

については、面積に含みません。 

開発許可申請や建築確認申請の提出との

前後関係はどのようにすればよいです

か。 

法的な定めはありませんが、届出の主旨が立地場所の早

期把握であることから、開発許可申請や建築確認申請等

に先立つ届出をお願いします。 
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 届出様式の記入例 

●居住促進区域に関する届出 

行為の種類 様式番号 参照ページ 

開発行為 様式第１号 P.１５ 

建築等行為 様式第２号 P.１６ 

届出内容の変更 様式第３号 P.１７ 

 

●都市機能誘導区域に関する届出 

行為の種類 様式番号 参照ページ 

開発行為 様式第４号 P.１８ 

建築等行為 様式第５号 P.１９ 

届出内容の変更 様式第６号 P.２０ 

誘導施設の休廃止 様式第７号 P.２１ 

 

届出の様式は下松市建設部 都市政策課 都市計画係にて配布しているほか、下松市ホームぺージ

からダウンロード可能です。 

https://www.city.kudamatsu.lg.jp/toshiseibi/ricchitekiseikakeikaku-todokede.html 

 

または  検索  下松市立地適正化計画 届出 
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